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押印・書面規制・対面規制の⾒直しの考え⽅ 
令和２年１２月  

北海道  
１ 経 過 

道では、昨年度から、スマート道庁の取組により、⾏政⼿続の簡素化などに取り組む中、本
年７月の総務省通知等を踏まえ、⾏政⼿続における押印・書⾯・対⾯規制の⾒直しを検討する
こととし、これまで、道⺠から申請を受ける許認可等の⼿続を対象に、全庁調査を⾏い、押印
や書⾯提出を求めている根拠を整理するなど、⾒直しに向けた検討を進めてきたところであ
り、以下、⾒直しの考え⽅及び実施時期を示すものである。 

 
２ 対象手続 
  道⺠から申請を受ける知事部局の許認可等の手続（１,７６８件）を対象。 

（⾏政⼿続法及び北海道⾏政⼿続条例に基づき審査基準等を設定・公表している⼿続） 
 
３ ⾒直しに当たっての基本的な考え⽅ 
  押印等の⾒直しに当たっては、道⺠の利便性向上や負担軽減はもとより、事務処理の迅速化、

効率化も念頭に、国の⾒直し⽅針を踏まえつつ、⾏政⼿続のオンライン化の推進を図るため、押
印、書⾯規制、対⾯規制のそれぞれについて、次のとおり整理。 

 
（１）押印の⾒直し 

・道の権限で⾒直し可能なものは、原則「押印を廃止」 
※特に厳格な意思確認が必要な⼿続に限り、実印の押印（併せて印鑑証明書の提出）の取

扱いを継続 
（２）書面規制の⾒直し 

・道の権限で⾒直し可能なものは、原則「書⾯による提出の義務付けを廃止し、電子メール
等による申請も可能」とする 
※住⺠票等の原本や図⾯などについては、当⾯、書⾯提出の取扱いを継続 

（３）対面規制の⾒直し 
・道の権限で⾒直し可能なものは、原則「対⾯規制を廃止」 
 ※本人確認が必要な免状の交付時などに限り、対⾯を義務付ける取扱いを継続 

（４）⾒直しの実施時期 
・要領改正や運用の⾒直しによるもの →令和３年１月 
・条例・規則改正を伴うもの     →令和３年４月 
・その他、特別の事情があるもの   →別途⾒直し時期を設定 

（例）公⾦収納のキャッシュレス化の開始時期（令和４年４月）に合わせて廃止など 
 
４ 今後の進め⽅ 
 ・国の法令等を根拠とする⼿続については、国の⾒直しの動きに合わせ、順次、⾒直しを実施。 

・補助⾦の交付、会計等に関する事務、事業を実施した後の報告や登録事項の変更届などの許認
可等以外の⼿続については、「⾒直しの考え⽅」を基本として、⾒直しに着⼿。 

 ・住⺠票等の原本や、図⾯や写真などデータ容量が膨⼤な添付書類の取扱いについては、添付書
類⾃体の必要性、廃止や減量化などについて、別途検討。 

 
５ 押印・書面規制・対面規制の⾒直しの考え⽅（根拠別） 
  別紙１〜３のとおり 
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別紙１ 
●「押印」の⾒直しの考え⽅（根拠別） 

 
  

分 類 
⾒直し区分 

｢○｣廃止､｢△｣協議により廃止､｢×｣当⾯廃止不可 ⾒直し 
時期  対応の考え⽅ 

（１）法令等による規制があるもの  
 ①道の権限で⾒直しが可能なもの                         

 ⅰ条例を根拠 

○ 

道の規定であり、道の権限で⾒直しが可能であるた
め、原則廃止 
※一部、厳格な意思確認を⾏うため、実印・印鑑証明

を継続 

R3.4 月 
ⅱ規則を根拠 R3.4 月 

(一括改正) 
ⅲ要綱、要領等を根

拠 
R3.1 月 

ⅳ委託先等が定める
取扱いを根拠 

△ 委託先との協議等により廃止可 
協議後 

速やかに 
②道の権限で⾒直しができないもの 
 ⅰ国の法令等を根拠 × 国の法令改正等が必要 

国等の動きに 
合わせ⾒直し 

ⅱ国の認可を要する
規則等 

× 
規則改正には国の認可が必要 

ⅲ全国一律的な取扱
い 

× 
他県と取扱いが異なることで道内の申請者に不利益
等が生じるおそれ 

ⅳ国の通知、要領、ガ
イドライン等を根
拠 

× 
一般的に法的拘束⼒はないが、実質的には国が定めて
いるもの（⾒直しに向けた国の考えを聴取） 

（２）法令等の根拠がないもの 
 ①慣例、任意様式等によ

る規制 
○ 

法令等の根拠がなく、道の権限で⾒直しが可能である
ため、原則廃止 

R3.1 月 

計 
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別紙２ 
●「書面規制」の⾒直しの考え⽅（根拠別） 

 
  

分 類 
⾒直し区分 

｢○｣廃止､｢△｣協議により廃止､｢×｣当⾯廃止不可 ⾒直し 
時期  対応の考え⽅ 

（１）法令等による規制があるもの  
 ①道の権限で⾒直しが可能なもの                         

 ⅰ条例を根拠 

○ 

道の規定であり、道の権限で⾒直しが可能であるた
め、原則廃止 

R3.4 月 

ⅱ規則を根拠 R3.4 月 
(一括改正) 

ⅲ要綱、要領等を根 
 拠 

R3.1 月 

ⅳ収入証紙の貼付を
要する申請書 

公⾦収納のキャッシュレス化の開始時期に合わせて
廃止 

R4.4 月 

ⅴ委託先が定める取
扱いを根拠 

△ 委託先との協議等により廃止可 
協議後 

速やかに 
②道の権限で⾒直しができないもの 
 ⅰ国の法令等を根拠 × 国の法令改正等が必要 

国等の動きに 
合わせ⾒直し 

ⅱ国の認可を要する
規則等 

× 
規則改正には国の認可が必要 

ⅲ全国一律的な取扱
い 

× 
他県と取扱いが異なることで道内の申請者に不利益
等が生じるおそれ 

ⅳ国の通知、要領、
ガイドライン等を
根拠 

× 
一般的に法的拘束⼒はないが、実質的には国が定めて
いるもの（⾒直しに向けた国の考えを聴取） 

（２）法令等の根拠がないもの 
 ①慣例、利便性等によ

る規制 
○ 

法令等の根拠がなく、道の権限で⾒直しが可能である
ため、原則廃止 

R3.1 月 

計 

                                                                                  
●特に取扱いを定めるもの  
 印鑑証明書、住⺠票な

どの各種証明書等、図
⾯ 

× 
他機関が発⾏する各種証明書等や図⾯については、電
子的取扱いができないため、現状では、廃止不可 

― 
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別紙３ 
●「対面規制」の⾒直しの考え⽅（根拠別） 

   
 

分 類 
⾒直し区分 

｢○｣廃止､｢△｣協議により廃止､｢×｣当⾯廃止不可 ⾒直し 
時期  対応の考え⽅ 

（１）法令等による規制があるもの  
 ①道の権限で⾒直しが可能なもの                         

 ⅰ要綱、要領等を根  
 拠 ○ 道の規定であり、道の権限で⾒直しが可能であるた

め、原則廃止 R3.1 月 

ⅱ委託先が定める取
扱いを根拠 △ 委託先との協議等により廃止可 協議後 

速やかに 
②道の権限で⾒直しができないもの 
 ⅰ国の法令等を根拠 × 国の法令改正等が必要 

国の動きに 
合わせ⾒直し 

ⅱ国の通知、要領、ガ
イドライン等を根
拠 

× 
一般的に法的拘束⼒はないが、実質的には国が定めて
いるもの（⾒直しに向けた国の考えを聴取） 

（２）法令等の根拠がないもの 
 ①慣例による⽴会 

 

ⅰ慣例による提出時
の⽴会 

○ 

電子申請その他の⽅法による提出で⾜り、⽴会を義務
付ける理由がない 

R3.1 月 ⅱ申請書の補正等を
⾏うための提出時
の⽴会 

申請書の補正等は、事前相談や提出後での対応で⾜
り、⽴会を義務付ける理由がない 

②安全性等の確認のための現地調査 

 

ⅰ施設や土地の安全
性等の確認のため
の現地調査に伴う
⽴会 

× 

危険物を取扱う施設や、開発⾏為など、施設や土地の
安全性等を確認するための現地調査であり、現状、他
の代替⼿段がなく、廃止不可 

― ⅱ物品、機器等の適
正性の確認のため
の現地調査に伴う
⽴会 

医薬品や医療機器などの取扱いの適正性を確認する
ための現地調査であり、現状、他の代替⼿段がなく、
廃止不可 

③試験・検査等の実施に伴う⽴会 

 
ⅰ資格試験の実施 

× 

公的な資格取得のための試験など、試験会場での本人
確認が必要 

― 
ⅱ機器等の検査 計量器の検査など、機器を実際に作動させるなどして

⾏う検査が必要 
④免許等の交付に伴う

⽴会 × 医療業務の従事者資格など、住⺠の安⼼・安全のため、
本人への確実な交付が必要 ― 

⑤料⾦徴収に伴う⽴会 × 施設への入場の際に⽀払われる利用料⾦等で、現地で
の受領が必要 ― 

計 


